
報告第２２号  

 

平成２８年度秦野市健全化判断比率及び資金不足比率について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項

の規定により、平成２８年度決算に基づく秦野市健全化判断比率及び資金不足

比率について、別紙のとおり監査委員の意見を付けて報告する。 

 

１ 健全化判断比率 

(単位：％) 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

－ 

（１１.８５） 

－ 

（１６.８５） 

３.４ 

（２５） 

３１．７ 

（３５０） 

備考 

１ 表中において、実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、実質赤字額及び

連結実質赤字額がないため、「 － 」と表示しています。 

２ 各比率の（  ）内は、早期健全化基準です。 

 

２ 資金不足比率 

(単位：％) 

特別会計の名称 資金不足比率 

水道事業会計 
－ 

（２０） 

公共下水道事業会計 
－ 

（２０） 

備考 

１ 表中において、資金不足比率は、資金不足額がないため、「 － 」と表

示しています。 

２ 資金不足比率の（  ）内は、経営健全化基準です。 

 

平成２９年９月５日提出 

 

秦野市長 古 谷 義 幸    
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健全化判断比率等について 

 

自治体財政の早期健全化や再生を促すことをねらいとする「地方公共団体の

財政の健全化に関する法律」により、地方公共団体は、４つの健全化判断比率

（実質赤字比率・連結実質赤字比率・実質公債費比率・将来負担比率）と公営

企業における資金不足比率を算定し、監査委員の審査を受けた後、その意見を

付けて議会に報告、そして市民に公表することとされています。 

なお、健全化判断比率等には、財政を早期に健全化すべき基準や、再生すべ

き基準が設けられています。平成２１年度(平成２０年度決算)からは、法律が

全部施行されたことにより、公表に加え、健全化判断比率等のうち、一つでも

基準以上のものがあった団体には、財政健全化・財政再生計画や経営健全化計

画の策定と国への報告が義務付けられています。 

 

１ 健全化判断比率等の算定の対象範囲 

健全化判断比率等の算定の対象となる本市の会計と団体の範囲は、次のと

おりです。 

法律上の会計区分 本市の会計区分 健全化判断比率 資金不足比率 

一般会計等 

 

一般会計 

 

 

 

  

一般会計等以外の特

別会計(公営企業に係

る会計を除く。) 

国民健康保険事業特別会計    

介護保険事業特別会計   

後期高齢者医療事業特別会計   

公営企業に係る

会計 

水道事業会計   

公共下水道事業会計   

一部事務組合・広

域連合 

秦野市伊勢原市環境衛生組合   

金目川水害予防組合   

神奈川県後期高齢者医療広域連合   

地方公社・第三セ

クター等 

秦野市土地開発公社   

秦野市学校保全公社   

秦野市スポーツ協会    
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２ 健全化判断比率等の算定方法 

(1) 実質赤字比率 

  ア 内容 

   一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率 

 イ 算定式 

実質赤字比率（％）＝ 
一般会計等の実質赤字額  

標準財政規模 

  ※平成２８年度標準財政規模：29,093,432 千円 

 

(2) 連結実質赤字比率 

 ア 内容 

   全会計を対象とした実質赤字額（又は資金の不足額）の標準財政規模に

対する比率 

 イ 算定式 

連結実質赤字比率（％）＝ 
連結実質赤字額  

標準財政規模 

 

(3) 実質公債費比率 

ア 内容 

   一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に

対する比率 

 イ 算定式 

実質公債費比率 

(３か年平均)(％)＝ 

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－（特定財源＋

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

 

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準

財政需要額算入額） 

○ 準元利償還金の内容 

   ① 満期一括償還地方債について、償還期間を３０年とする元金均等年賦償還とした場合に

おける１年当たりの元金償還金相当額 

② 一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源

に充てたと認められるもの 

③ 一般会計等から組合等への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財

源に充てたと認められるもの 
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④ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準じるもの 

⑤ 一時借入金の利子 

 

(4) 将来負担比率 

ア 内容 

   一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率 

 イ 算定式 

将来負担比率(％)＝ 

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地

方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額） 

 

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基

準財政需要額算入額） 

○ 将来負担額の内容 

① 一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高 

② 債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費等に係るもの） 

③ 一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの負担等見込額  

④ 組合等の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの負担等見込額 

⑤ 退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額 

⑥ 設立法人の負債等に係る一般会計等の負担見込額 

⑦ 連結実質赤字額 

⑧ 組合等の連結実質赤字額相当額のうち、一般会計等の負担見込額 

○ 将来負担額から控除されるもの 

⑨ 充当可能基金額（①～⑥に充てることのできる基金） 

⑩ 特定財源見込額 

⑪ 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 

 

(5) 資金不足比率 

  ア 内容 

   公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率 

 イ 算定式 

資金不足比率（％）＝ 
資金の不足額  

事業の規模 
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○ 資金の不足額＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした

地方債の現在高－流動資産）－解消可能資金不足額 

    ※ 解消可能資金不足額： 事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足

額が生じる等の事情がある場合において、資金の不足額から

控除する一定の額 

○ 事業の規模＝営業収益－受託工事収益の額 

 

３ 早期健全化・財政再生・経営健全化の基準 

健全化判断比率には早期健全化と財政再生の基準が、また、資金不足比率

には経営健全化基準が設けられています。 

これらの比率のうち、その数値が一つでも基準値以上となった場合には、

財政健全化計画・財政再生計画や経営健全化計画を策定し、早急に改善に取

り組まなければなりません。 

本市における平成２８年度決算に基づく早期健全化・財政再生・経営健全

化基準は次のとおりです。 

 

早期健全化・財政再生・経営健全化の基準(平成２８年度決算の場合) 

（単位：％） 

区  分 早期健全化基準 財政再生基準 

(1)実質赤字比率 １１.８５ (※1) ２０ 

(2)連結実質赤字比率 １６.８５ (※2) ３０ (※3) 

(3)実質公債費比率 ２５ ３５ 

(4)将来負担比率 ３５０ なし (※4) 

(5)資金不足比率 ２０ (※5) なし 

備考 

※1 １１.２５％～１５％の範囲で、毎年度の標準財政規模に応じて設定されます。 

※2 １６.２５％～２０％の範囲で、毎年度の標準財政規模に応じて設定されます。 

※3 連結実質赤字比率の財政再生基準は３０％です。（３年間の経過的な基準(平成 

２１・２２年度は４０％、平成２３年度は３５％）が設けられていました。） 

※4 将来負担比率には、財政再生基準は設けられていません。 

※5 経営健全化基準といいます。 
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４ 平成２８年度決算に基づく秦野市健全化判断比率等の算定結果 

 (1) 健全化判断比率 

(単位：％) 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

－ 

（１１.８５） 

－ 

（１６.８５） 

３.４ 

（２５） 

３１．７ 

（３５０） 

備考 

１ 実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、実質赤字額及び連結実質赤字額がないた

め、「－」と表示しています。 

    ２ 各比率の（ ）内は、早期健全化基準です。 

 

   ア 実質赤字比率 

本市の一般会計決算は、実質収支が１，６０１，７９２千円の黒字の

ため、実質赤字比率は、マイナス５.５０パーセント（実質赤字比率がマ

イナスとなるため「－」と表示）となっています。 

イ 連結実質赤字比率 

本市の一般会計及び特別会計（国保・介護保険・後期高齢者医療・水

道・下水道）の連結決算額は４，３２６，４１５千円の黒字のため、連

結実質赤字比率は、マイナス１４.８７パーセント(連結実質赤字比率が

マイナスとなるため「－」と表示)となっています。 

ウ 実質公債費比率（３か年平均） 

実質公債費比率は、一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還

金の標準財政規模に対する比率です。 

基準としては、いわゆる黄色信号の早期健全化基準は２５パーセント、

赤信号の財政再生基準は３５パーセントですが、本市の平成２６年度か

ら２８年度までの３か年の平均値は、３.４パーセントとなっています。 

エ 将来負担比率 

将来負担比率は、地方債残高のほか一般会計等が将来負担すべき実質

的な負債の標準財政規模に対する比率です。 

基準としては、黄色信号である早期健全化基準（３５０パーセント）

のみが設けられています。  

本市の将来負担比率は、３１．７パーセントとなっています。 
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 (2) 資金不足比率 

(単位：％) 

特別会計の名称 資金不足比率 

水道事業会計 
－ 

（２０） 

公共下水道事業会計 
－ 

（２０） 

備考 

１ いずれの会計も資金不足額がないため、資金不足比率は「－」と表示しています。 

    ２ 資金不足比率の（  ）内は、経営健全化基準です。 

 

  ア 水道事業会計 

水道事業会計決算は、資金剰余額が１，６９０，００７千円のため、

資金不足比率は、マイナス７６.１パーセント（資金不足比率がマイナス

となるため「－」と表示）となっています。 

  イ 公共下水道事業会計 

公共下水道事業会計決算は、資金剰余額が４３９，９３８千円のため、

資金不足比率は、マイナス１７.６パーセント（資金不足比率がマイナス

となるため「－」と表示）となっています。 

 

５ 健全化判断比率等の対前年度比較 

区  分 ２８年度 A ２７年度 B 比較増減 A－B 

実 質 赤 字 比 率 - - - 

連結実質赤字比率 - - - 

実 質 公 債 費 比 率 ３.４％ ３.４％ ± 0.0ポイント 

将 来 負 担 比 率 ３１.７％ ３４.２％ - 2.5ポイント 

資金不足比率 
水 道 - - - 

下水道 - - - 

 (1) 実質赤字比率、連結実質赤字比率及び資金不足比率 

実質赤字比率、連結実質赤字比率及び資金不足比率については、いずれ

の年度も黒字（資金剰余）が生じているため、これらの比率は算定されて

いません。 
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 (2) 実質公債費比率 

実質公債費比率については、地方債の元利償還金（公債費全体から繰上

償還で返済した額を除いた額）が減少し、標準財政規模が増加したものの、

比率としては前年度と同率の３．４％となりました。 

(3) 将来負担比率 

    将来負担比率は、前年度に比べて２．５ポイントの減となりました。 

これは、将来負担額に算入されている退職手当負担見込額が減少したこ

と及び将来負担額に充当することができる特定財源が増加したことなどに

よるものです。 
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